1、 本件で、ＸのＹに対する手形金の請求が認められるためには、①Ｙの下で手形債務が有効に成立し、②その債務に対応する手形債権が有効にＸに移転していることが必要である。本件でこれを充たすか。
2、 ①について

　１（１）本件で、包括的代表権を有し、当然手形の振出権限も有するＡが、Ｙを代表して振り出した手形は、「甲山一郎」を名乗るＢが仲介者として行動しやすくすることのみを目的とし、決済の手段とはしない、いわゆる「見せ手形」である。このような手形でも、Ｙは手形債務を負担しうるか。
　　（２）思うに、手形の独自的財貨性（手形法11条3項参照）、および手形法の体裁（同法7条、14条1項）から、手形行為は、相手方のない単独行為として、証券が手形として流通することを認識し、または認識しうべくして署名した時点で成立する手形債務負担行為と、通常の契約として原因関係の影響を受ける手形権利移転行為とに分けて考察すべきである（創造説・有因論）。

　　　　　このように考えると、たとえ見せ手形であっても、本件のように統一手形用紙を用いて署名した以上、手形債務は成立するとも思える。

　２（１）もっとも、本件手形は、振出時、手形要件を3箇所空白にしていた（手形法75条5号、3号、6号）。このような手形は無効手形となり、Ｙは手形債務を負担しないのではないか。本件手形が、商慣習法上有効性を承認されている白地手形にあたるならば無効とはならないので、有効な白地手形と無効手形との区別が問題となる。

　　（２）思うに、そもそも白地手形とは、未完成の手形上の権利と、その未完成部分を補充する権利（白地補充権）を表章する有価証券をいう。とすれば、振出人において、この両者の権利を表章させる意思で証券を作成したときは、当然有効な白地手形となると解すべきである。のみならず、手形取引安全の観点および前述の創造説の立場からは、振出人において、将来証券が白地手形となって流通することを認識し、または認識しうべくして署名した場合も、有効な白地手形となるというべきである。
　　（３）（あてはめ→有効）。したがって、ひとまずＹは、本件手形債務を負担する。

　３、　　そうだとしても、本件では不当補充がなされており、Ｙは記載にしたがった責任を負わないのではないか。

　　　　（手形法10条類推で負う）。

　４、　　以上より、①は充たす。

三、②について

1、 もっとも、本件手形の所持人Ｘの直接の前主Ｂは、手形債権を有しない無権利者であるから、Ｘに善意取得（手形法77条1項1号・16条2項）が成立する必要がある。これを充たすためには裏書の連続が認められなければならないが、本件でこれを充たすといえるか。

2、 思うに、裏書の連続の有無は、手形の文言性から、手形の記載のみに従って判断されるべきである。これを本件についてみると、（Ｂの実態がないこと）は手形外の事情であるから判断に入れるべきでない。手形のみをみれば、連続している。

3、 したがって、Ｘが前主Ｂの無権利について善意・無重過失であれば善意取得が成立し、②も充たす。

3、 よって、Ｘに善意取得が成立すれば、Ｘの請求は認められる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
